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１ 基本的な考え方  

（１）本市の状況 

郡山市（以下「本市」という。）は、奥州街道の宿駅として、多くの人々の往来や物資の流通が

盛んとなり、当時から交通の要衝として栄えておりました。明治初期には、国営開拓事業第１号

「安積開拓」と「安積疏水」の開さくにより、全国から旧士族約 2,000 人が入植し発展の礎とな

りました。その後、1964（昭和 39）年の常磐・郡山地区新産業都市指定、翌 1965（昭和 40）年

の大同合併、1997（平成９）年の中核市の指定などにより、農業、商業、工業がバランス良く発

達し、人口は最大 33 万人を超える東北有数の拠点都市として着実に成長を遂げてきました。  

また、本市の縦横を高速道路が走るとともに、東京から新幹線で約 80 分と、高速交通網の拠

点となっており、「人」、「モノ」、「情報」が集まる「陸の港」として、さらに県内をリードする「経

済県都」として更なる発展を続けております。 

現在は、2011（平成 23）年３月 11 日に発生した東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電

所事故という未曾有の大災害からの復旧・復興を全力で推進し、一日も早い市民生活の再生を目

指しております。 

  

（２）策定の趣旨 

我が国は、2008（平成 20）年をピークに人口減少局面に入り、加えて地方と東京圏の経済格差

の拡大等が、若い世代の地方からの流出と東京圏への一極集中を招き、地方の若い世代が、過密

で出生率が極めて低い東京圏をはじめとする大都市圏に流出することにより、日本全体の少子化、

人口減少が加速しています。 

本市は、県内市町村や全国の自治体と比べれば、人口減少率や少子高齢化率とも憂慮すべき状

況ではありませんが、本市の将来人口推計では、東京圏をはじめとする大都市圏への人口流出や

少子高齢化の進行に伴う人口構造等の変化により、2040（平成 52）年には総人口が 28 万人程度

まで減少し 30 万人を下回ることが予測され、本市においても人口減少問題は喫緊の重要課題と

なっております。 

このような中、国においては、少子高齢化の進展へ的確に対応するとともに、人口減少に歯止

めを掛け、それぞれの地域で住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある日本社会を維持す

ることを目的に「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、地方自治体に対しても 2015（平成 27）

年度中に「地方版総合戦略」の策定を努力義務としたところであります。 

本市においても、「郡山市人口ビジョン」で示した 2040（平成 52）年の本市の人口「30 万人程

度を維持」するために取り組む具体的方向性を示す「郡山市総合戦略」（以下「総合戦略」とい

う。）を策定し、「人口減少・地域経済縮小克服」及び「復興力の維持・強化」の実現を目指すと

ともに、本市が有する都市のポテンシャルを最大限に発揮し、福島県の中枢機能であり続けると

ともに、「経済県都」及び中核市としての都市責任を果たし、誰もが安全・安心に暮らせる都市環

境の整備を推進して参ります。 
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（３）国・県の総合戦略との関係 

国は、2014（平成 26）年 12 月 27 日に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、①「し

ごとの創生」と②「ひとの創生」の好循環の実現による東京一極集中の是正、③若い世代が安心

して就労し、希望通り結婚し、妊娠・出産・子育てができるような社会経済環境の実現、④地域

が直面する課題を解決し、地域の中において安全・安心で心豊かな生活が将来にわたって送れる、

この３つの視点を基本とし、４つの基本目標を掲げました。 

本市の総合戦略の策定に当たっては、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び福島県の

「ふくしま総合戦略（仮称）」を勘案し、本市の独自性や地域資源の強みを生かした取り組みを推

進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

国総合戦略の４つの基本目標 

① 地方における安定した雇用を創出する 

② 地方への新しいひとの流れをつくる 

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、 
地域と地域を連携する 

「しごと」と「ひと」の好循環、それを支える「まち」の活性化 

「しごと」 
・雇用の質、量の確保 

・女性の活躍推進 

「ひと」 
・地方への移住、定住 

促進 

・結婚・出産・子育て 

への切れ目ない支援 

「まち」 
・安全、安心な環境の 

 確保 

・地域の特性に即した 

課題解決 

好循環 

しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立するとと
もに、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻す。 



- 3 - 

 

（４）総合計画との関係 

本市の地方創生を推進するためには、まちづくりの主要課題の解決や東日本大震災及び東京電

力福島第一原子力発電所事故からの復興の推進が必要不可欠であることから、郡山市第五次総合

計画後期基本計画との整合を図りながら、総合戦略を強く推進していきます。 

 

（５）総合戦略の期間 

総合戦略の期間は、国、県の総合戦略との整合性を図り、2015（平成 27）年度から 2019（平成

31）年度までの５年間とします。 

 

（６）総合戦略策定のプロセス 

総合戦略の策定に当たっては、庁内の組織である「郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略推

進本部」を設置するとともに、産業界・大学・金融機関・マスコミをはじめとする「産学金労言」

など市内外の様々な分野で活躍される方々で構成する「郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

有識者会議」を設置し、策定を進めました。また、市民、特に若い世代のご意見、ご希望をお聞

きするアンケートを実施するほか、市内外高校生による政策討論会や本市若手職員による政策提

言などの実施により、オール郡山体制で策定いたしました。 

 

 （７）数値目標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

総合戦略には、基本目標ごとに数値目標を設定、各政策パッケージおける各施策には重要業績

評価指標（ＫＰＩ）を設定し、政策の進捗状況を検証・改善する仕組み（ＰＤＣＡサイクル）を

確立します。 

  ※重要業績評価指標（ＫＰＩ）：Key Performance Indicator の略称。 

   施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標。 

 

 （８）「地域経済分析システム（RESAS）」及びＩＣＴの活用 

地域の特性を分析できる「地域経済分析システム（RESAS）」や様々なビッグデータを活用する

とともに、ＩＣＴ活用による施策の展開、情報の「見える化」、「共有化」を図り、総合戦略を推

進していきます。 

 

 （９）ＰＤＣＡサイクルの確立 

総合戦略は、Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）のＰＤＣＡサイクルに

より各施策の効果や行政システムのあり方を客観的に評価・検証し、その結果を踏まえた施策の

見直しを行い、総合戦略の実効性を確保します。 
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２ 目指すべき将来の方向性  

郡山市人口ビジョンにおける本市の人口の現状及びアンケート調査結果における市民・転入者・

転出者の意識を分析したところ、本市の人口減少を抑制し、将来においても地域活力を維持してい

くためには、以下の視点により将来の方向性を目指すことが必要となります。 

 

 

  

 

ひとの縁を結び、 

まちを元気にする 

交流の活性化 

女性・高齢者の 

活躍を支援し、 

地域の活力維持に 

繋がるしごとの創出 

 

一度都会に出ても 

戻って暮らしたくなる 

魅力的な地域づくり 

○観光、イベント等の充実による都市圏からの交流人口の増加 

○交流の活性化による結婚を希望する若者の出会いの場の創出 

○進学・就学後も地元に戻って暮らしたいと思える魅力的な地域づくり 

○女性のライフステージに応じた多様な生き方を支援 

○子育て環境・子育てしながらでも働きやすい雇用環境の改善 

○高齢者の生きがいづくりによる健康寿命の延伸と社会参加 

まち 

ひと 

 

人口減少克服・地域経済活性化の視点 

目指すべき将来の方向性 

しごと 

○交流人口、移住・定住の促進 
○全国トップレベルの教育環境 
○自然と都市が共存したまちづくり 
○災害に強い強靭なまちづくり 

○地理的優位性を生かしたしごとづくり 
○産学金官連携による産業の活性化 
○ワークライフバランスの充実 

○子育て環境の充実 
○女性が活躍できるまちづくり 
○高齢者が元気に安心して暮らせるまち 
○誰もがどこでも学べる環境づくり 
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３ 基本目標と政策パッケージ  

基本目標設定の考え方 

「郡山市人口ビジョン」に掲げる目標将来人口及び「目指すべき将来の方向性」を踏まえ、「総

合戦略」では、以下の６つの「基本目標」を政策の柱とし、「人口減少・地域経済縮小克服」及び

「復興力の維持・強化」の実現を目指し、自立的で持続可能な郡山の創生に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 自然と都会が共存・連携できる誰もが安全・安心で住みよい広域 
都市こおりやまの実現 

５ 社会全体で支えあい、その人がその人らしく、心豊かに充実した 
人生を送ることができる「健康長寿社会」の実現 

６ 多様な学習機会に応え、一人ひとりの心が充実する教育環境の整 
備と「知の力」の創出 

基本目標 

１ 最先端の研究機関と連携し、経済県都としての更なる発展と新たな 
起業支援・良質な就業機会の創出 

しごとみがきと産業の活性化 

２ 安積疏水に代表される豊かな地域資源を生かし、多くの方が郡山 
に「住む」・「訪れる」流れの創出 

ひとの流れと定住促進 

３ 結婚・妊娠・出産・育児の希望をかなえ、もう一人生み育てられる 
切れ目ない支援及び女性が社会参加できる環境の創出 

子育て支援・女性の活躍推進 

安全・安心に暮らせるまちづくり 

笑顔で生きいきと暮らせるまちづくり 

誰もが楽しく学べる環境づくり 
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 【基本的方向】 

本市の地理的優位性を生かした積極的な企業誘致を図るほか、国立研究開発法人産業技術総合研

究所福島再生可能エネルギー研究所（以下「産総研」。）や 2016 年度開所予定のふくしま医療機器

開発支援センター（以下「開発支援センター」。）等を十分に活用し、産学金官が連携した最先端の

中核拠点の形成を目指します。 

また、本市の基幹産業のひとつである農業については、ＪＡと十分な連携をした上で、農業の担

い手育成や郡山産品の販路拡大に取り組み、地元産業の生産性向上・活性化を推進するとともに、

若者、女性、高齢者をはじめとした雇用機会の確保を図り、安心して働き続けることができる環境

の整備を進めます。 

 

数値目標 現状値 目標値 

小売業商品販売額（年間） (H23)3,406 億円／年間 (H29)4,240 億円／年間 

製造品出荷額 (H24)7,760 億円 (H29)8,800 億円 

水稲収穫量（案） （Ｈ26）46,400ｔ ｔ 

就業者数 人 人 

 

【政策パッケージ】 

施策１ 本市の地理的優位性を生かした積極的な企業誘致[１－１] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①企業誘致活動事業 

②郡山産品販路拡大事業 

③創業支援事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

西部第一工業団地への企業立地件数 0 件 5 件/年間 

企業マッチング件数 確認中 15 件/年間 

創業・起業者数 （Ｈ26）54 件 86 件/年間 

基本目標１：しごとみがきと産業の活性化 

■施策の方向 

 本市の企業誘致は、地域経済の低迷や東日本大震災や原子力災害の発生により、厳しい

状況にありましたが、景気の回復、復興の加速等により回復基調にあります。 

今後は、従来の概念にとらわれず、企業の競争力を高め、独自性や特色などの強みを生

かした誘致活動を展開することが重要となります。 

本市は、四通八達した鉄道や高速道路、さらには福島空港など、高速交通の要衝であ

り、企業が更なる成長を遂げることができるポテンシャルを有していることから、恵まれ

た立地環境を生かし、企業の本社、支社等の立地促進による企業拠点の集積を図ります。 

 また、進出企業と地元企業とのマッチングによる企業情報発信の強化や交流の場の提

供、さらには、創業者支援等の充実や新たなビジネスモデルの構築を図り、総合的な起

業・創業支援を図ります。 
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施策２ 研究機関と地元企業が連携した新産業の創出[１－２] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①産業イノベーション事業 

②メディカルクリエーション推進事業 

③新エネルギー導入促進事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

産学連携コーディネート件数 0 件 5 件/年間 

医療機器産業新規参入件数 0 件 3 件/年間 

 

 

 

  

■施策の方向 

 本市は「経済県都」と称され、稲作を中心とした農業、県内随一の商圏人口や年間商品

販売額を誇る商業、さらには、東北・北海道地区において製造品出荷額が上位を占める製

造業などの産業がバランス良く発達しています。 

東日本大震災や原子力災害の発生以降に設置された「産総研」では、産学官が集結し、

再生可能エネルギーに関する世界最先端の研究開発や実用化・市場化に向けた取り組みが

進められております。 

さらには、2016（平成 28）年に開所予定の「開発支援センター」は、国内では初めてと

なる公的な大型動物飼育実験設備を有し、医療機器の安全性評価機能の提供や、メーカー

と県内ものづくり企業とのマッチングが進められることとなっており、これらを起爆剤と

した関連企業の進出や新産業の創出に大きな期待が寄せられています。 

本市の復興を加速させる上で、新たな産業の集積や雇用の創出による地域経済の活性化

を図るためには、産総研や開発支援センター、また、大学等との連携を強化し、新事業・

新産業の創出が必要であることから、これらの機関を核とした関連研究機関や企業等の誘

致に加え、地元企業の参入支援を推進するとともに、研究機関を生かした地域振興策を図

ります。 

 



- 10 - 

 

 

 

施策３ 農業の構造改革による成長産業化[１－３] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①郡山地域産業６次化推進事業 

②果樹農業６次産業化プロジェクト事業 

③郡山産米「あさか舞」消費拡大推進事業 

④食と農推進事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

地域と連携して開発した商品数 1 件 （累計）3件 

ワイン用ブドウ生産農家数 0 戸 10 戸 

ワイン生産量 0l 6,000ｌ/年 

あさか舞販売量数 （Ｈ26）1,747ｔ 2,000ｔ/年間 

農業体験者数 （Ｈ26）554 人 750 人/年間 

 

 

 

 

 

 

  

■施策の方向 

 本市の農業は、恵まれた自然条件と安積開拓や安積疏水の開さく、そして先人たちのた

ゆまぬ努力によって発展を遂げきましたが、近年の食に関する意識の高まりや、食文化の

多様化により地域農産物への関心がますます高まっていることから、本市の安全・安心な

農産物の魅力を国内外に発信し、将来にわたり持続的に発展する農業の振興を図ることが

重要となります。 

本市は、農業・商業・工業がバランス良く発達してきたことに加え、数多くの観光資源

を有することから、これらの産業の特色や有機的連携を生かし、新たな産業の構築を推進

するとともに、新たな販路を開拓し地域が一体となった産業の活性化を図ります。 

 また、本市と公益財団法人三菱商事復興支援財団が連携して実施する「果樹農業６次産

業化プロジェクト」において、ワイン用ブドウの産地形成を図るとともに、ワイン用ブド

ウ生産農家の新規就農やワイン関連分野における雇用の促進を図ります。 

 さらには、全国有数の米どころである本市の郡山産米「あさか舞」等のブランド化の推

進を図るとともに、積極的な販売、情報発信により販路拡大を図ります。 
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施策４ 誰もが安心して働くことができる雇用機会の確保[１－４] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●具体的な取り組み 

①中小企業の国際化支援事業 

②人材育成事業 

③介護資格取得支援事業 

④高校生等就職応援事業 

⑤大学生等インターンシップ推進事業 

⑥障がい者就労支援事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

新規高等学校卒業者の県内企業への就職内定率 78％ 80％ 

資格取得し県内企業に就職した高校生の数  30 人 

就労体験事業受講者の県内企業への就職率 38％ 40％ 

一般就労者移行者数 (H25)22 人 人 

 

 

 

 

 

  

■施策の方向 

 地域経済の低迷や少子高齢化等を背景とした労働力人口の減少や労働者の就業形態の多

様化など、雇用を取り巻く状況は大きく変化しており、近年本市では、特に若年層の男女

において進学や就職を機に、東京圏を中心に転出超過が続くなど、東京圏を中心とする人

口流出の抑制に向け、「やりがい」や「働きがい」を見出すための働く場の確保や地方にお

いても生きいきと安心して働くことのできる魅力ある職場の創出が重要となります。 

 また、若者はもちろんのこと、出産を希望する女性や子育て中の方、中高年齢の方々、

さらには、障がい者の社会参加支援など、全ての世代の方々にとって就労の機会があるこ

とが理想であることから、一人ひとりのライフステージに応じて、誰もが安心して希望ど

おり働くことができる良質な雇用機会の確保を図ります。 
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【基本的方向】 

地域資源を活用した観光誘客の取り組みや 2020 東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿

等の誘致活動に加え、一度都会に出ても郡山へ戻って暮らしたくなる魅力的な地域づくりを推進し、

定住・交流人口を増やす施策を展開します。 

また、安積疏水の開さくや安積開拓事業など全国に誇れる歴史的地域資源の魅力を世界に向けて

発信や、「音楽都市こおりやま」の更なる推進を図ります。 

 

数値目標 現状値 目標値 

郡山に住み続けたいと思う市民の割合 (H26)73％ 85％ 

交流人口（観光客年間入込客数） (H25)333 万人 (H25)385 万人 

 

【政策パッケージ】 

施策１ 地域資源を活用した観光誘客と情報発信[２－１] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①郡山市シティプロモーション推進事業 

②猪苗代湖プロモーション事業 

③観光誘客事業 

④インバウンド観光推進事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

こおりやまファンクラブ加入者数 (H25)1,091 人 (H29)1,700 人 

公共施設等案内板表記新規・更新分多言語化率  80％ 

コンベンション開催件数 (H25)818 件／年 600 件/年 

コンベンション開催による経済波及効果 (H25)112 億円  

基本目標２：ひとの流れと定住の促進  

■施策の方向 

本市の代表的な地域資源である猪苗代湖は、会津若松市、猪苗代町の２市１町に面し、

磐梯朝日国立公園の一角として、年間約 20 万人が訪れる県内有数の観光名所ですが、さら

なる観光客を獲得するには、訪れた人が何度でも訪れたくなる魅力ある観光誘客策を展開

することが必要です。 

また、本市には、その他魅力ある地域資源が数多くあり、更には、県内観光の玄関口と

しての機能を生かした広域的な観光施策の展開が必要です。 

今後は、国際観光資源及び歴史的資源として高いポテンシャルを有する猪苗代湖の魅力

について、国内外に向けての情報発信を強化するとともに、周辺の地域資源を活用した新

たな観光ルートの発掘や今後増加が予想される外国人観光客に対応できる環境整備を図

り、国内外から多くの方が訪れる国際観光都市を目指します。 

さらに、本市の魅力溢れる地域資源や物産品等について、近隣市町村との連携による情

報発信や販路拡大を図るとともに、恵まれた立地特性を生かし、積極的なコンベンション

誘致を展開します。 
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施策２ 歴史、音楽などの文化振興とスポーツ環境の充実[２－２] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①安積開拓再発見事業 

②小中学校の全国音楽祭参加支援事業（関連６－１） 

③2020 東京オリンピック・パラリンピック対策事業 

④スポーツコンベンション開催支援事業 

⑤健康づくりのためのスポーツ・レクリエーション啓発事業（関連５－３） 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

2020 東京オリンピック・パラリンピック事前合宿等誘

致件数 
0 件 1 件 

市内プロスポーツ試合観戦来場者数   

市民一人あたりのスポーツ施設利用回数 3.4 回／年 5 回／年 

「開成館」、「歴史資料館」における観光入込客数  前年比 10％増 

  

■施策の方向 

 本市の発展を語る上で欠かすことができないのが、明治期の安積開拓と戦後の音楽活動

です。さらに、日本三大疏水の１つに数えられる安積疏水は、現在の郡山の発展の礎とな

っています。 

これらの歴史的・文化的価値を次世代に引き継いていくとともに、その魅力や貴重な資

源を幅広く発信し、多くの方に知ってもらい、新たな価値を生み出すことが重要です。 

また、本市は、県内トップクラスのスポーツ環境が整備され、プロスポーツチームが活

動拠点を置くなど、スポーツを通じた交流の拠点としてのポテンシャルは高く、今後にお

いても、本市の地理的優位性を生かしたスポーツイベントの積極的な誘致が望まれていま

す。 

 安積開拓及び安積疏水の開さくについては、世界遺産登録を視野に入れた各種施策を実

施することにより、本市の魅力を国内外へ発信し、観光誘客、交流人口の増加を図りま

す。 

 音楽活動については、本市が全国に誇る学校音楽活動の支援充実を図るとともに、「音楽

都市こおりやま」をさらに推進し、音楽活動を通した交流機会の拡充を図ります。 

 スポーツについては、2020 年に開催される東京オリンピック・パラリンピックの事前合

宿等の誘致活動を展開するとともに、スポーツイベントを通じた交流人口の増加とまちの

活性化を図ります。  
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施策３ 誰もが訪れたくなる「まち」の魅力を高めた移住・定住環境の整備[２－３] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①移住・定住促進事業 

②ふるさと田舎体験推進事業 

③多文化共生推進事業 

④郡山市集落地域維持・活性化検討事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

農業・農村体験イベント参加者数 252 人  

農家民泊宿泊者数 （Ｈ26）158 人 200 人 

公共施設多言語化率 ％ 80％ 

   

 

  

■施策の方向 

 東京への一極集中が進む中で、都市圏住民の約 40％が地方へ移住しても良いと考えて

おり、特に 20 代から 40 代においては 50％を超えるなど、地方移住への関心が高まって

います。このような状況の中、本市が県の中央に位置する福島県は、首都圏からのアク

セスの良さや、都市と自然環境のバランスの良さなどの理由から「認定 NPO 法人 ふる

さと回帰支援センター」による地方移住ランキングにおいても毎年上位にランクされ、

移住を検討している方から見ても魅力や関心が非常に高いことが分かります。 

本市には、豊かな地域資源や数多くの魅力があります。特に、数多く設置されている

各種医療機関や、さらには、郡山産米「あさか舞」をはじめとする豊富な食材、「天鏡

湖」と呼ばれ、天を映す鏡のように美しい猪苗代湖や美人の湯として知られる磐梯熱海

温泉など、日常生活において四季折々を感じ、身近に余暇を楽しむことができる場所が

数多くあり、「医・食・住」のバランスが良く、ワーライフバランスに優れ、安心して快

適に楽しく生活を送ることができる環境が整っています。 

 これらの本市の数多くの魅力を県外へ強く発信し、体験型観光やイベントの充実によ

り、市民と都市圏住民とが交流する機会を創出し、若者の出会いの場や転入のきっかけ

となる場を創ることが必要です。 

このため、様々なライフスタイルや「郡山を知る」、「郡山で暮らす」、「郡山で働く」、

「郡山で育てる」などのライフステージに応じた施策を横断的に展開し、移住希望者に

対し積極的にアプローチすることにより、転入人口の増加や人口の流出抑制を図りま

す。 
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【基本的方向】 

本市の将来を担う子どもたちを健やかに育てることができる環境づくりを進めるため、より安心

して妊娠・出産できる環境の整備や保育サービスの充実、子どもたちの活動支援を図るなど、市民

のライフステージに応じた切れ目ない支援を行うことにより、女性が働きやすく、活躍できるまち

づくりを推進します。 

 

数値目標 現状値 目標値 

市民意識調査の結果における「子育て」の満足度 (H26)58.4％ 70.0％ 

   

   

 

【政策パッケージ】 

施策１ 妊娠～出産～子育ての切れ目ない支援[３－１] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

 ①幼稚園・保育所等保育料無料化・軽減等事業 

 ②妊産婦健康診査事業 

 ③母子保健推進活動事業 

 ④子育て応援メール配信事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

待機児童数 115 人 人 

育児が楽しいと答えた親の割合 90％ 93％ 

住み慣れた地域で子育てをしたいと思う親の割合 91％ 92％ 

 

基本目標３：子育て支援・女性の活躍推進  

■施策の方向 

2014 年の本市の合計特殊出生率は 1.49 と国の 1.42 を上回っているものの、近年は低い

数値で推移しており、今後も同様に推移すれば、将来の人口構造に変化をもたらし、地域

経済社会の維持に大きな影響を及ぼすことが懸念されます。 

出生率の低下を招く主な要因として、核家族化や育児と就労の両立、さらには家庭内で

の育児への協力が不十分なことなどが挙げられ、安心して子どもを産み育てられる環境を

つくるには、家庭や社会全体で育児を支える体制づくりが必要不可欠です。 

本市が市民に対して実施したアンケート調査結果においても、妊娠・出産・育児に対す

る希望や支援を必要とする声が多く挙げられ、それぞれのライフステージに応じた切れ目

のない支援が必要であります。 

 このことから、市民の妊娠・出産・育児に対する切れ目のない支援を行うため、子育て

家庭への各種支援を行い、心身面及び経済面におけるサポートの充実を目指すとともに、

待機児童の解消のため、保育施設のハード・ソフト整備を推進するなど、子育て環境のさ

らなる充実を図ります。 
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施策２ 子どもたちが健やかに成長できる体力向上等の環境づくり[３－２] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①保育所児童健康スマイルアップ事業 

②幼児歯科保健事業 

③幼児肥満予防対策事業 

④保育所地域ふれあい事業 

⑤保育所児童カウンセリング事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

１歳６か月児健診で肥満傾向にあるものの割合 4.7％  

３歳児健診で肥満傾向にあるものの割合 5.9％  

１歳６か月健診虫歯有病者率 2.7％  

３歳児健診虫歯有病者率 25.4％  

  

 

  

■施策の方向 

 本市では、2011 年３月の震災に起因する原子力災害の影響により、子どもの体力・運動

能力の低下や肥満児の増加が指摘されています。2013 年に「郡山市震災後子どものケアプ

ロジェクト」で行った調査によると、震災発生後、体力・運動能力の低下や肥満・体重増

加不良といった症状を有する子どもが増加しており、心の問題を抱えているケースもある

ことが明らかとなりました。 

 このことから、本市では屋内遊び場をはじめとした、子どもの遊び場を各地域に整備す

るとともに、遊びのプロフェッショナル人材であるプレイリーダーを遊び場に配置し、活

動のサポートをするなど、子どもたちが思う存分、元気に運動できる環境を提供します。 

 また、歯科指導や肥満予防のための栄養指導をはじめとした身体のケアや相談会等の実

施によるメンタルヘルスケア、さらには発達障がい児等を対象にしたカウンセリングを行

うなど、専門的視点からの様々なケアを継続的に行い、子どもたちが、心身ともに健やか

に成長できる環境づくりを推進します。 
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施策３ 全ての人が働きやすくなるワークライフバランスの実現[３－３] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①女性活躍推進事業 

②男女共同参画推進事業 

③育パパサポート奨励金支給事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

審議会・委員会等の女性委員登用率 29.7％ 40％ 

男性従業員に育児休暇を取得させた企業数   

 

 

 

  

■施策の方向 

本市が市内在住の男女 1,500 名を対象に行った「就学・結婚・子育て年代に対するアン

ケート調査」によると、「理想とする子どもの数に近づくために必要なことは何か」とい

う問いに対して、６割以上の市民が「家事・育児に関する家族等の支え」、「職場における

理解や支援」と回答しており、社会におけるワークライフバランスの実現が強く求められ

ています。 

 本市では企業等における女性の登用に向けた取り組みを支援し、社会における女性活躍

を推進するとともに、男性の育児休暇取得促進を図り、育パパの育成に取り組むなど、

人々のライフステージに応じた多様な働き方を可能にするため、仕事と生活が調和できる

社会の実現を目指します。 
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【基本的方向】 

市民、地域、市民活動団体、企業等とさらに連携を図り、セーフコミュニティの取り組みや防

災体制の構築、災害に強い強靭な社会資本の整備等、市民一丸となった安全・安心して暮らせる

まちづくりを推進します。 

さらに連携中枢都市圏形成へ向けた調査・検討を進めるなど、近隣自治体との連携を推進し、

共通する行政課題解決に向け、連携・協力体制の強化を図ります。 

 

数値目標 現状値 目標値 

セーフコミュニティ認証取得 ― 認証取得 

連携中枢都市圏の形成 ― 連携協定締結 

 

【政策パッケージ】 

施策１ 災害、犯罪のない安全・安心なまちづくり[４－１]   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

 ①セーフコミュニティ認証取得事業 

②郡山市減災プロジェクト事業 

③省エネ推進事業 

③空家等対策推進事業 

④子どもの薬物乱用防止教室実施事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

市内交通事故死亡者数 13 人 10 人 

犯罪発生件数 3,258 件 3,200 

  

基本目標４：安全・安心に暮らせるまちづくり  

■施策の方向 

 近年、地震や台風、集中豪雨等の災害が多発しており、市民の生命・財産を守るため、

大規模な災害時にも耐え得る強靭な社会資本の整備が求められています。 

 また、防犯体制や防災体制の強化といった市民生活の安全・安心のための取り組みを市

民協働のもと、推進していくことが必要です。 

 このため、本市がこれまでに経験した大震災や集中豪雨等による被害の経験を生かし、

防災体制や災害発生時に備えた非常時体制の強化を図るとともに、徹底的な浸水対策の実

施による「市内全域水害ゼロのまちづくり」を目指します。 

 さらに、全ての市民が安全で安心して快適に暮らせるよう、防犯や事故防止、また自殺

者ゼロの実現を目指し、行政や地域、企業等が連携を図りながらセーフコミュニティの取

り組みを推進するとともに、武力攻撃や大規模なテロが発生した場合に、市民の生命、身

体及び財産を守るため、国・県・関係機関と連携・協力を図り、市民の安全を確保しま

す。 
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施策２ 既存ストックマネジメントの強化[４－２] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

   ①公有資産マネジメント推進事業 

   ②公共施設等マネジメント推進事業 

   ③新公会計制度・複式簿記導入事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

   

   

  

■施策の方向 

高度経済成長や昭和 40 年から昭和 50 年代の急激な人口増加と都市化に伴い整備した公

共施設やインフラ施設は、これまでも適正な維持管理に努めてきましたが、経年劣化によ

る老朽化が進み、近い将来一斉に更新時期を迎えることになります。 

また、公共施設等の更新時期が集中することは、同時に財政負担が集中することを意味

しており、今後の行財政運営に大きな影響を及ぼします。 

公共施設等の老朽化対策は、限られた財源の中で適切に修繕や更新を行い、市民が安

全・安心に施設を利用できる環境を維持していくことが非常に重要です。 

そのため、公共施設の更新、集約・多機能化、長寿命化等を計画的に行い、財政負担の

軽減・平準化を図るとともに、効率的・効果的なマネジメントの実施により、市民が安

全・安心に利用できる施設の維持管理に努めます。 
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施策３ 地域連携による経済、生活圏の形成[４－３] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

   ①連携中枢都市圏形成事業 

   ②地方分権推進事業 

   ③郡山市総合戦略策定事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

広域行政で連携して実施している事業数 18 事業 20 事業 

   

   

   

 

 

 

  

■施策の方向 

地方分権の進展や効率的な行政運営、また少子・高齢化の進行や住民ニーズの多様化な

ど、社会環境の変化に対応するためには、限りある人材と財源を生かしながら、これまで

以上に広域行政への取り組みが重要となっております。 

また、国においては、進展が予想される人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活

性化し経済を持続可能なものとするため、連携圏域の経済成長の牽引などの機能を備えた

連携中枢都市圏形成の取り組みを進めることとしております。 

本市にいては、経済、社会、文化等において密接な関係を有する近隣 14 市町と、連携中

枢都市圏形成にかかわる調査・検討を実施し、圏域が共有する課題とその解決策や目指す

べき方向性について、関係市町村の方々とともに検討を重ねるとともに、近隣自治体との

連携を推進し、共通する行政課題解決に向け、連携・協力体制の強化を図ります。 
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【基本的方向】 

高齢者が住み慣れた地域において元気に安心して暮らすことができるよう、地域包括ケアシステ

ムの構築を図るとともに、豊かな経験や知識を生かした地域活動への参加促進など健康長寿延伸の

推進に取り組み、2025 年問題を見据えた高齢者施策を展開するとともに、高齢者や障がいのある人

が生きがいを持って自立した生活ができる地域づくりを推進します。 

また、医療提供体制の充実やがん検診の充実、市民の健康づくりの推進など、全ての市民が健康

で生きいきと暮らせる環境づくりを進めます。 

なお、ここに掲げる施策については、国等の補助事業及び社会保障費等により実施しているもの

も含まれておりますが、本市の総合戦略を推進する上で、必要な施策であることから、国等の財源

の有無に関わらず総合戦略に掲げております。 

 

数値目標 現状値 目標値 

元気高齢者数（65歳以上の高齢者のうち要介護認定を受けていない者の数）   

生活習慣病   

 

【政策パッケージ】 

施策１ 高齢者が健康で生きがいを持ってくらせるまちづくり[５－１] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

①高齢者外出サポート事業 

②ひとり暮らし高齢者等緊急通報システム事業 

③ロコモ予防推進事業 

   ④高齢者の生きがいと健康づくり事業 

   ⑤あさかの学園大学運営事業（関連５－１） 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

共通利用券利用により増加した高齢者の外出数  延べ 120,000 回 

緊急通報システム通報件数  60 件/年間 

緊急通報システム設置世帯における孤独死者数  0 人 

基本目標５：笑顔で生きいきと暮らせるまちづくり  

■施策の方向 

 活力に満ちた長寿社会を実現するには、高齢者が地域社会の一員として生きがいを持

ち、積極的に社会参加ができる機会の提供や高齢者が社会から孤立せず、自らが安心して

住み慣れた地域で暮らすことができる地域社会の形成が重要な課題です。 

 多様な社会経験を持つ高齢者は、地域社会の重要な役割を担う存在であることから、自

ら積極的に外出し、自身の健康増進や地域活動への参加意欲を促進するための支援の充実

を図ります。 

 また、一人暮らしの高齢者が安心・安全に暮らすことができるよう、情報通信によるネ

ットワークの構築を図り、緊急時の支援体制の強化を図ります。 
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施策２ 障がい者や高齢者、支える人が笑顔で暮らせるやさしいまちづくり[５－２] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

   ①認知症総合支援事業 

   ②はいかい高齢者家族支援事業 

   ③一般介護予防事業 

   ④ファミリーサポートセンター事業 

   ⑤障がい者の社会参加及び障がい者理解促進事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

認知症サポーター養成者数（累計） 5,763 人 5,800 人 

郡山市認知症高齢者SOS見守りネットワーク連絡会加

盟団体数 
57 団体  

介護予防教室参加者数 6,167 人 8,400 人 

   

 

  

■施策の方向 

 本市の高齢化率は 24.2％（2015（平成 27）年 10 月現在）と全国と比べ低い数値です

が、高齢化は全国同様急速に進行し、介護保険制度の定着と高齢者の増加により介護サー

ビスの需要はますます増加していますが、在宅での介護においては、核家族化による高齢

者世帯での介護や介護と育児を同時に行う家族の負担が増加するなど、介護を支える人の

負担を軽減する支援体制の整備が求められております。 

 また、障がいのある人を取り巻く状況も大きく変化しており、本市における障がい者手

帳の所持者数は増加傾向にあり、障がいのある人もない人も互いを尊重し、支え合いなが

らともに生活する共生社会の実現が求められております。 

高齢者が介護を必要とする状態になっても、可能な限り住み慣れた地域や家庭におい

て、継続して安心して暮らすことができる地域社会の形成が必要なことから、地域包括ケ

アシステムの構築に向けた取り組みや地域における認知症高齢者の見守り体制の強化を推

進するとともに、高齢者世帯での介護や介護と育児を同時に行うダブルケアの支援体制の

強化を図ります。 

また、障がいのある人が地域社会において、安心して自立した生活が送れるよう、社会

参加を促進するための自立訓練の充実を図ります。 
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施策３ 全ての市民が健康で生きいきと暮らせるまちづくり[５－３] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な取り組み 

   ①生活習慣病対策事業 

   ②食育推進事業 

   ③健康づくりのためのスポーツ・レクリエーション啓発事業（関連５－３） 

   ④救急医療体制確保事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

禁煙・分煙実施施設数   

食育に関する市民の認知度   

健康づくりスポーツ教室等参加者数   

医療相談件数 247 件 300 件 

   

 

  

■施策の方向 

 全ての市民が、心身ともに健康で生きいきと暮らすには、健康に対する意識を高めると

ともに、健康づくりを実践できる正しい知識を習得することが重要です。 

近年の高齢化の進行や生活習慣の変化に伴い、市民の医療ニーズが増加、多様化してき

ていることから、医療関係機関と連携した体制づくりが必要となってきています。 

市民の「健康寿命」の延伸を図るため、家庭や地域、職場等が連携・協力し、社会全体

が個人の健康づくりを支援できる体制づくりを推進します。 

また、医療相談体制の充実や、救急時においても安心して適切な医療サービスが受けら

れるよう、地域医療体制の充実を図ります。 

さらには、障がい者のライフステージに応じた支援の充実を図りながら、その能力を最

大限に発揮し、安心して生活ができるようにするため、ソフト・ハードの両面にわたる社

会全体でのバリアフリー化を推進します。 
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【基本的方向】 

少子高齢化の進行や国際化の著しい進展、ＩＣＴの普及等、子どもたちを取り巻く環境は急速に

変化しているなか、全国トップレベルの教育環境づくりを目指すとともに、学校の外でも学ぶこと

ができる環境の提供や高度情報化社会に対応でき、国際的に活躍できるグローバル人材の育成を推

進します。 

また、近年の高度情報化の進展やライフスタイルの変化に伴う価値観の多様化や学習意欲の高揚

に応えるため、誰もが自由に学習できる生涯学習環境の整備を推進します。 

 

数値目標 現状値 目標値 

   

   

 

【政策パッケージ】 

施策１ 全国トップレベルを目指した学校教育環境の充実[６－１] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  ●主な取り組み 

   ①学力向上支援事業 

   ②奨学資金給与事業 

   ③教職員スキルアップ事業 

   ④小中学校の全国音楽祭参加支援事業（関連２－２） 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

教職員の研修会参加者数 4,342 人 人 

郡山市奨学生及び篤志奨学生数 142 人 人 

全国音楽祭参加（補助金交付）団体数 16 団体 団体 

  

基本目標６：誰もが楽しく学べる環境づくり  

■施策の方向 

少子高齢化や人口減少が進むこれからの社会を生きる子どもたちに求められる力は、確

かな学力、豊かな心、健やかな体がバランスよく身についた「生きる力」であり、子ども

たち一人ひとりの能力や可能性を最大限に伸ばす教育活動を充実させていかなければなり

ません。 

本市では、知識・技能、思考力・判断力など、主体的に問題解決する資質や能力の育成

のほか、豊かな人間性やたくましい体力の育成にも取り組んでおり、成果を上げつつあり

ます。 

今後は、個々の能力や心身の変化を考慮した連続性のある一貫・連携教育の推進を視野

に入れながら、２１世紀をリードする人材を育てる全国トップレベルの教育環境づくりを

目指します。 
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施策２ 世界的視野で活躍できるグローバルな人材の育成[６－２] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 ●主な取り組み 

   ①グローバル人材育成海外派遣事業 

②小中学校英語教育推進事業 

   ③未来を拓く教育の情報化事業 

   ④郷土を学ぶ体験学習事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

海外派遣事業の派遣者数  人 

市内の文化、歴史的施設見学参加人数 6,346 人 人 

教育用パソコン等１台当たりの児童生徒数 人／台 ／台 

  

■施策の方向 

 国際化が著しく進展する現代では、グローバルな舞台に挑戦し活躍するために英語力の

向上は必要不可欠であり、我が国やふるさとの文化・歴史を十分理解し、日本人、郡山人

として誇りを持って世界へ発信できる力の養成が求められています。 

本市では、小学校の全学年に「英語表現科」を位置づけ、「自己理解・異文化理解」と

「聞く」「話す」に重点を置いた、英語に慣れ親しみ、英語に興味関心を持たせる教育を展

開していますが、中学校における英語教育との連続性を意識してさらなる充実を図り、豊

かな国際感覚と英語によるコミュニケーション能力を身に付けた、真の国際人として活躍

できる人材を育成します。 

また、グローバル社会において、ＩＣＴ利活用能力を高めることが、高度情報化社会を

生き抜くために必要であることから、ＩＣＴ機器を活用した効果的な授業づくりを推進し

ます。 
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施策３ 誰もがいつでもどこでも学ぶことができる環境の整備[６－３] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ●主な取り組み 

   ①生涯学習支援事業 

   ②公民館の定期講座等開催事業 

③あさかの学園大学運営事業（関連５－１） 

   ④ＩＣＴ活用啓発事業 

   ⑤図書館デジタルアーカイブ事業 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値 

生涯学習きらめきバンク「達人先生」活動件数 11,564 回 回 

あさかの学園大学地域活動講座参加者数 1,289 人 3,700 人 

公民館講座受講者数 人 100,000 人 

 

  

■施策の方向 

 社会の成熟化・複雑化の度合いが深まる中で、市民一人ひとりが豊かで充実した人生を

送るため、自らの意思で“いつでも”“どこでも”自由に選択して学習できる生涯学習の実

現が一層必要となっています。 

すべての市民が、生涯を通じて学び、自己を磨き、新たな自分を発見する喜びを体験で

きるよう、教育機関・市民団体・行政機関の連携を強め、多様な学習機会や情報を提供

し、子どもから高齢者まで市民の自主的な学習活動を支援します。 

また、地域で活躍する人材の確保と育成を図るとともに、生涯学習を推進する「学びの

場」と「知の拠点」の充実に努めます。 



No. 事業名 事業概要 備考

1 創業支援事業
郡山市創業支援事業計画に基づき創業者を育成すると共に、新
たな事業展開に取組む中小企業者を支援します。

先行型

2 郡山産品販路拡大事業
進出企業と地元企業等のマッチングを行い販路拡大を図ると共
に、創業者等の商談会等への出展を支援します。

先行型

3 企業誘致活動事業
地域経済の活性化と雇用の創出を図るため、西部第一工業団地
等への企業誘致活動を実施します。

先行型

No. 事業名 事業概要 備考

1
新エネルギー導入促進事
業

持続可能なまちづくりのため、新エネルギー発電施設導入に向
けた可能性を調査します。

2
メディカルクリエーショ
ン推進事業

医療関連産業分野を中心とする新たな産業集積拠点の必要性等
について調査・検討を進めます。

3 産業イノベーション事業
ＦＲＥＡ及びふくしま医療機器開発支援センターと連携した地
元企業育成を推進し、新産業創出を目指します。

先行型

No. 事業名 事業概要 備考

1 食と農推進事業
農林水産物のＰＲ販売イベントを開催し、市民の本市農業への
理解と農産物の消費拡大を推進します。

先行型

2
郡山地域産業６次化推進
事業

風評対策を考慮しながら、異業種が連携した新たな産業ネット
ワークを構築し、地域経済の活性化を図ります。

先行型

3
郡山産米「あさか舞」消
費拡大推進事業

郡山産米「あさか舞」を全国に誇れる美味しく・安全・安心な
お米として風評払しょくと消費拡大を図ります。

先行型

4
果樹農業６次産業化プロ
ジェクト

果実の生産・加工・販売を一連として運営する本プロジェクト
を実施し、農業の振興と地域活性化を図ります。

先行型

基本目標１：最先端の研究機関と連携し、経済県都としての更なる発展と新たな起業支援・良質
　　　　　　な就業機会の創出

施策１　本市の地理的優位性を生かした積極的な企業誘致[１－１]

施策２　研究機関と地元企業が連携した新産業の創出[１－２]

施策３　農業の構造改革による成長産業化[１－３]

４.分野別事業一覧
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No. 事業名 事業概要 備考

1 介護の職場体験事業
体験希望者に介護施設で「職場体験」をしてもらい、業務内容
の理解を深め,介護職場への定着と人材確保を進めます。

2 介護資格取得支援事業
人材が不足している介護保険分野への人材を確保するため、学
生及び求職者の介護資格取得費用の助成を行います。

先行型

3 シニアワーク推進事業
高年齢者を対象に、技能講座（建設・土木）受講料の助成及び
介護資格取得に係る経費の助成を行います。

先行型

4 高校生等就職応援事業
面接指導等のセミナーや市内企業を見学するバスツアーの実
施、合同就職面接会を開催し早期就職を促進します。

先行型

5
フリーター・ニート等就
職チャレンジ事業

フリーター・ニート等の就職を支援するため、相談や就労体験
を実施します。

先行型

6
大学生等インターンシッ
プ推進事業

企業と学生等の「出会い」の創出を支援し、学生等の職場定着
の促進を図ります。

7 障がい者就労支援事業
就労移行支援事業所と連携して障がい者の職場体験学習を実施
します。

8 障がい者授産支援事業
障がい者の授産事業を振興するため、授産事業を行う事業所等
に対する助言及び指導等を行います。

9 人材育成事業
商工業団体等が行う研修会や中小企業大学校における研修支援
など、中小企業の活性化や資質向上を図ります。

先行型

10
産業観光部アドバイザー
事業

知識・経験の豊富な方をアドバイザーとして委嘱し、指導・助
言をいただき本市産業等の振興を図ります。

先行型

11
中小企業の国際化支援事
業

海外展開ファストパス制度を活用する事業所を支援し、中小企
業の国際化を図ります。

施策４　誰もが安心して働くことができる雇用機会の確保[１－４]
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No. 事業名 事業概要 備考

1
郡山市シティプロモー
ション推進事業

本市の認知度・知名度の向上、交流・定住人口の増加を図るた
め、シティプロモーション活動を推進します。

2
猪苗代湖プロモーション
事業

猪苗代湖の魅力について、広く国内外に向けたプロモーション
活動を推進します。

先行型

3
インバウンド観光推進事
業

インバウンド施策を推進し、観光交流人口の拡大による観光産
業及び地域経済の活性化を図ります。

4
コンベンション都市推進
事業

コンベンション誘致活動、主催者支援等により、郡山地域・福
島県域における地域経済の活性化を図ります。

先行型

5 観光誘客事業
首都圏等を中心に観光ＰＲ等の事業を実施し、本市への観光誘
客を図ります。

6
観光案内板ユニバーサル
デザイン推進事業

観光案内看板の老朽化による修繕や、外国人観光客の誘客を図
るため、４ヶ国語表記看板を設置します。

7 観光物産振興事業
本市物産品の情報発信・販路拡大、郡山ブランド創出とＰＲに
取組み、観光と物産の一体的な振興を図ります。

No. 事業名 事業概要 備考

1 安積開拓再発見事業
本市の近代発展の礎となった安積開拓及び安積疏水開さくにつ
いて、広く市民にＰＲします。

先行型

2
2020東京オリンピック・
パラリンピック対策事業

2020東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿やイベント
の誘致に向けた活動を行います。

3
郡山シティーマラソン大
会開催事業

マラソン大会の開催を通し、健康づくりとスポーツを通じた交
流による地域の復興、活性化を図ります。

4
スポーツ事業開催・助成
事業

本市スポーツの底辺拡大及び競技力の向上を図るため、市主
催・共催大会に対し事業運営費の助成を行います。

5 国際大会参加激励事業
国際大会等に参加者に激励金を交付し、出場者の負担軽減、競
技力の向上や市民のスポーツ意識高揚を図ります。

6
健康づくりのためのス
ポーツ・レクリエーショ
ン啓発事業

気軽にできるスポーツを日常生活の中に取り入れられるよう、
運動習慣を市民に広報します。

7
スポーツコンベンション
開催支援事業

東北大会規模以上の大規模なスポーツ競技大会の本市開催を誘
致し、観光振興や地域活性化を図ります。

8
小中学校の全国音楽祭参
加支援事業

保護者の経済的負担の軽減を図るため、市立小中学校児童生徒
の全国音楽祭出場にかかる経費を補助します。

施策１　地域資源を活用した観光誘客と情報発信[２－１]

基本目標２：安積疏水に代表される豊かな地域資源を生かし、多くの方が郡山に「住む」・
　　　　　　「訪れる」流れの創出

施策２　歴史、音楽などの文化振興とスポーツ環境の充実[２－２]
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No. 事業名 事業概要 備考

1 移住・定住促進事業
人口減少・少子高齢化という課題に対し、定住・移住を促進
し、地域おこし協力隊等の活用について調査します。

2 多文化共生推進事業
外国人等の利便性の向上を図るため、情報媒体の多言語化のほ
か、防災・医療等の国際化を推進します。

先行型

3 都市間等交流推進事業
国内外の都市との交流を通して、市民の国際意識の向上や外国
出身者も暮らしやすいまちづくりを行います。

4
ふるさと田舎体験推進事
業

農業体験等を通して、都市住民を農村地域へ誘導し、農業への
理解と地域の活性化を推進します。

先行型

5
郡山市集落地域維持・活
性化検討事業

人口減少が続く集落地域における「集落地域の維持と拠点づく
り」を実現し、コミュニティの維持・活性化を図ります。

施策３　誰もが訪れたくなる「まち」の魅力を高めた移住・定住環境の整備[２－３]
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No. 事業名 事業概要 備考

1 子育て環境整備促進事業
出産記念品の贈呈及び授乳等が整備された公共・民間施設の周
知を図ります。

2 妊産婦健康診査事業 妊産婦健康診査の助成を行います。

3 母子保健推進活動事業
育児不安を軽減するための教室の開催やマタニティストラップ
の配布等を実施します。

先行型

4
子育て応援メール配信事
業

妊産婦や子育て世帯に育児情報をメールにより配信します。

5 母子健康教育事業 発達段階に応じた思春期保健講座を開催します。

6 乳幼児健康診査事業
乳幼児の健康の保持増進を図るため、健康診査や保健指導を行
います。

7
幼稚園・保育所等保育料
無料化・軽減等事業

私立幼稚園、認可・認可外施設に通う第一子児童の保育料を無
料化・軽減します。

8
事業所内保育施設支援事
業

事業所内保育施設の職員を対象とした研修会の開催や屋内遊具
の配布を実施します。

9
郡山市私立幼稚園運営費
補助事業

私立幼稚園33園に運営費を補助し、幼児教育の振興を図りま
す。

10
郡山市私立保育園運営費
補助事業

特定非営利活動法人郡山市私立保育園連絡協議会に対して助成
を行います。

11
民間認可保育所等補助金
交付事業

認定こども園、保育所等の研修費等の一部を補助します。

12
認可外保育施設絵本配布
事業

認可外保育施設を対象に、絵本贈呈を行います。

13
多子世帯保育料軽減事業
（認可外保育施設）

認可外保育施設に通う多子世帯の児童にかかる保育料の一部を
助成します。

14
産休等代替職員費補助事
業

社会福祉施設職員が産前産後休暇等を取得する場合、代替職員
の雇用に要する経費を補助します。

基本目標３：結婚・妊娠・出産・育児の希望をかなえ、もう一人生み育てられる切れ目ない支援
　　　　　　及び女性が社会参加できる環境の創出

施策１　妊娠～出産～子育ての切れ目ない支援[３－１]
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No. 事業名 事業概要 備考

1
発達障がい児療育支援事
業

保護者や支援者を対象とする講習会及び相談会を行います。

2 幼児歯科保健事業 幼児期のむし歯予防に向け、継続的な歯科指導を実施します。

3 幼児肥満予防対策事業
幼児期の肥満を予防のため、正しい食習慣についての知識の普
及啓発を図ります。

4
保育所児童カウンセリン
グ事業

発達障害児等が在籍する保育所に臨床心理士を派遣し、専門的
な視点から指導・助言を行います。

5 保育所地域ふれあい事業
保育所行事において、世代間交流を推進し、地域に開かれた保
育所運営を図ります。

先行型

6
保育所児童健康スマイル
アップ事業

保育所入所児童を対象に、虫歯予防や運動・栄養指導を実施し
ます。

No. 事業名 事業概要 備考

1 育パパサポート奨励金
男性従業員の育児休業を奨励するため国が企業へ助成した場
合、従業員に対して奨励金を支給します。

2 女性活躍推進事業
企業等における女性の登用等に向けた取組みを支援することに
より、女性の活躍の加速化を図ります。

3 男女共同参画推進事業
各種イベント等の実施により男女共同参画に対する理解や関心
を高め、男女共同参画社会の実現を目指します。

4
第三次こおりやま男女共
同参画プラン策定事業

「男女共同参画社会」の実現に向け、基本理念や基本目標を定
め、施策の総合的かつ効果的な推進を図ります。

施策２　子どもたちが健やかに成長できる体力向上等の環境づくり[３－２]

施策３　全ての人が働きやすくなるワークライフバランスの実現[３－３]
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No. 事業名 事業概要 備考

1
郡山市減災プロジェクト
事業

民間気象会社との連携及び雨量計の設置により精度の高い降雨
予測等を市民に発信し浸水被害を軽減します。

2 APEC TEL開催推進事業
APEC加盟国のICT主管庁課長が出席する国際会議を郡山市で開
催し、本市のICTの取組みを国内外に情報発信します。

3 Wi-Fi環境整備事業
市役所窓口等にWi-Fi環境を導入し、来訪者がブロードバンド
サービスを利用できる環境の整備を進めます。

4 市民協働政策提案事業
ＮＰＯ法人等から公益的な事業に関する提案を募集し、提案者
と市が共に事業を実施します。

5 町内会活動促進事業
住民自治組織の健全な育成を図るため、自治会連合会に対し運
営費を助成するとともに加入率向上を図ります。

6
ユニバーサルデザイン推
進事業

ＵＤ社会の実現のため、市民・市民活動団体・事業者・行政が
協働でユニバーサルデザインの推進を図ります。

7 市民相談事業
生活上のさまざまな相談に応じ、適切な指導及び助言を行うこ
とで、市民生活の安定を図ります。

8
セーフコミュニティ認証
取得事業

セーフコミュニティ活動に取り組み、セーフコミュニティの認
証を取得し、安全で安心なまちづくりを推進します。

9
郡山市防犯まちづくり推
進事業

防犯・暴排団体の活動を支援することにより、安全・安心なま
ちづくりを進めます。

10 省エネ推進事業
省エネに関する調査研究や講演会等を開催することにより、省
エネ行動に対する意識の高揚を図ります。

11 エネルギー３Ｒ推進事業
家庭への設備の導入支援等により、エネルギー３Ｒを推進しま
す。

12 EVステーション設置事業
電気自動車の普及促進を図るため、郡山市本庁舎に急速充電器
設備を設置します。

13
子どもの薬物乱用防止教
室実施事業

薬物乱用の低年齢化防止のため、薬物に対する正しい知識の普
及と乱用防止を図る授業を行います。

14 空家等対策推進事業
市内の空き家数及び所有者の意向を把握し、空き家の適切な管
理及び有効活用を図ります。

施策１　災害、犯罪のない安全・安心なまちづくり[４－１]

基本目標４：自然と都会が共存・連携できる誰もが安全・安心で住みよい広域都市こおりやまの
　　　　　　実現
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No. 事業名 事業概要 備考

1
新公会計制度・複式簿記
導入事業

複式簿記・発生主義による新公会計制度を導入し、会計別・事
業別等の財務諸表を作成・公表します。

2
公有資産マネジメント推
進事業

公共施設の維持管理や新たな整備、施設や土地の公有資産の活
用など、経営的視点に立った行政運営を図ります。

3
公共施設等マネジメント
推進事業

財政負担の軽減・平準化と適正な施設整備の実現を図るため、
公共施設等のマネジメントを推進します。

4
こおりやま応援寄附金事
業

寄附金制度の周知を図るとともに、寄附者の満足度向上のた
め、返礼品の拡充等を検討します。

5 市税啓発促進事業
市税に対する理解を深め、納税意識の高揚を図るため、課税や
収納の仕組み等をパンフレット等で広報します。

6 税収確保対策事業
納期内納付を推進するとともに、納税相談の促進や差押財産処
分に伴う不動産・動産の公売を実施します。

7 納税貯蓄組合育成事業 税収確保を図るため、納税貯蓄組合を育成します。

No. 事業名 事業概要 備考

1
（仮称）郡山市総合戦略
策定事業

人口減少・少子高齢化という直面する大きな課題に対し本市の
特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生します。

2 地方分権推進事業
地方分権の推進のため、権限移譲の課題や連携中枢都市圏構想
の調査・研究や広域連携を進めます。

3
郡山市中心市街地活性化
推進事業

空きビル等既存ストックの活用促進を図り、官民一体となっ
て、中心市街地の活力と賑わいの再生を図ります。

施策２　既存ストックマネジメントの強化[４－２]

施策３　地域連携による経済、生活圏の形成[４－３]
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No. 事業名 事業概要 備考

1
高齢者健康長寿サポート
事業

70歳以上の高齢者を対象に共通利用券を交付し、温泉等利用
費、施術費、交通費等の一部を助成します。

先行型

2
高齢者の生きがいと健康
づくり事業

高齢者が趣味やスポーツを通じて豊かな生活を創造できるよ
う、高齢者スポーツ大会や作品展を開催します。

3 ロコモ予防推進事業
「ロコモティブシンドローム」等の概念及び予防策の普及・啓
発を推進します。

4
ひとり暮らし高齢者等緊
急通報システム事業

心身に支障のあるひとり暮らし高齢者等に、緊急通報受信セン
ターと連絡できる機器の貸与を行います。

先行型

5 いきいきデイクラブ事業
在宅高齢者の介護予防や閉じこもり防止等のため、通所による
各種サービスを提供します。

No. 事業名 事業概要 備考

1
障がい者の社会参加及び
障がい者理解促進事業

障がい者を対象とした音楽教室等やスポーツ教室、ふれあい交
流事業を開催します。

2
高齢者にやさしい住まい
づくり助成事業

要介護及び要支援認定を受けていない在宅高齢者の軽易な住宅
改修費の一部を助成します。

3 認知症総合支援事業
認知症高齢者とその家族を支援するため、早期診断・早期対応
に向けた支援体制を構築します。

4 一般介護予防事業
講演会の開催やボランティアの人材育成等、介護予防のための
各種取組を実施します。

5 配食サービス活用事業
高齢者の栄養改善や安否確認を目的に、配食サービスを実施し
ます。

6
はいかい高齢者家族支援
事業

探索機器の活用や関係機関との連携を行い、はいかい高齢者の
安全確保を図ります。

7
ファミリーサポートセン
ター事業

地域における子育てサポート体制の整備、地域のネットワーク
の充実を図ります。

施策１　高齢者が健康で生きがいを持って暮らせるまちづくり[５－１]

施策２　障がい者や高齢者、支える人にやさしいまちづくり[５－２]

基本目標５：社会全体で支えあい、その人がその人らしく、心豊かに充実した人生を送ることが
　　　　　　できる「健康長寿社会」の実現
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No. 事業名 事業概要 備考

1
避難行動要支援者避難支
援体制整備事業

高齢者や障がい者等の災害時の安全確保を図るため、避難支援
体制を整備します。

2
第３期郡山市地域福祉計
画策定事業

地域住民及び福祉関係事業者の参画により第３期郡山市地域福
祉計画を策定します。

3
被保護者健康管理支援事
業

生活保護受給者等の特定健診を推進し、生活習慣改善のための
健康指導等をすることで健康増進を図ります。

4 障がい者相談支援事業
福祉制度の有効活用等について、相談者のニーズに合わせて指
導や助言を行います。

5
身体障害者はり・きゅ
う・マッサージ等施術費
助成事業

７５歳未満で肢体不自由１・２級の身体障害者手帳所持者に対
し、施術に要する費用の一部を助成します。

6 看護職就労支援事業
未就労看護職に対し関係機関と連携し復職へ向けた支援を行い
ます。

7 救急医療体制確保事業
在宅当番医を確保し、休日における救急医療体制を整備しま
す。

8 献血運動推進事業
医療に必要な血液の安定供給や骨髄移植の推進を図るため、啓
発活動や骨髄バンクの登録会等を行います。

9 生活習慣病対策事業
生活習慣病を予防するため、適正な食習慣や運動の推進、健康
ポイント事業を実施し、健康寿命の延伸を図ります。

10 食育推進事業
市民へ食育の周知啓発を図るとともに、関係団体等と連携し食
育を推進します。

11 私学等の結核健診事業
私立学校、民間社会福祉施設等が実施する結核の健康診断に対
する助成を行います。

施策３　全ての市民が健康で生きいきと暮らせるまちづくり[５－３]

- 36 -



No. 事業名 事業概要 備考

1 西田地区小学校統合事業
義務教育９年間を見通した効果的な教育環境となる小中一貫教
育に向け、西田地区内小学校の統合を進めます。

2 新聞活用事業
新聞を活用した教育活動を実践し、高度情報化社会に主体的に
適応していくために必要な思考力の育成を図ります。

3 奨学資金給与事業
経済的理由により高等学校への修学が困難な生徒に奨学資金を
給与し、教育の機会均等を図ります。

4 学力向上支援事業
教員のための学力向上プロジェクト会議を開催し、「学びの
型」の定着による児童生徒の学力向上を図ります。

5 教職員スキルアップ事業
学校の課題解決や教職員の資質向上のために、校内研修の一層
の充実を図ります。

No. 事業名 事業概要 備考

1
グローバル人材育成海外
派遣事業

市民を海外へ派遣することや、本市ゆかりの国際人を顕彰する
ことを通じて、国際理解と見識を深めます。

2
小中学校英語教育推進事
業

語学指導外国人を小・中学校に派遣又は配置するとともに、日
本人教員の英語力の向上を図ります。

3 郷土を学ぶ体験学習事業
郷土の歴史や文化を学び、郷土愛を醸成するとともに、先人の
培った文化を理解し、尊重する心を育みます。

4
未来を拓く教育の情報化
推進事業

ソフトウェアの充実と周辺機器の整備を行い、児童生徒の情報
活用能力の育成やわかる授業の充実に努めます。

5 心の教育支援事業
子どもたちの様々な悩みや問題行動に対して、教育相談体制を
充実させ、総合的な支援を行います。

施策１　全国トップレベルを目指した学校教育環境の充実[６－１]

施策２　世界的視野で活躍できるグローバルな人材の育成[６－２]

基本目標６：多様な学習機会に応え、一人ひとりの心が充実する教育環境の整備と「知の力」の
　　　　　　創出
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No. 事業名 事業概要 備考

1 生涯学習支援事業
生涯学習を支える指導者を登録する「生涯学習きらめきバン
ク」と市職員による「きらめき出前講座」を実施します。

2 生涯学習職員研修事業
専門知識・技術の習得により、業務遂行能力及び地域づくりを
念頭においた事業運営能力の向上を図ります。

3 歴史資料保存整備事業
歴史資料の活用を図るため、歴史的に価値の高い古文書の現代
文字への翻刻や未整理資料の整理を実施します。

4 指定文化財保護事業
本市の貴重な文化財を継承するため、適切な文化財の保存と活
用を図ります。

5
地区・地域公民館の定期
講座等開催事業

地区・地域公民館で各種講座を開催し、市民に多様な学習機会
を提供します。

6
地域のびのび子育て支援
事業

少子化・核家族化等で孤立しがちな親子の居場所づくりと子育
ての不安解消を図るための情報提供を行います。

7 ＩＣＴ活用啓発事業
60歳以上のインターネット未経験者、初心者を対象にタブレッ
ト端末によるインターネット講座を開催します。

8
中央公民館の定期講座開
催事業

中央公民館で各種講座を開催し、市民に多様な学習機会を提供
します。

9
図書館デジタルアーカイ
ブ事業

郷土に関する古書や古地図等の貴重資料をデジタル化し保存す
るとともに、ウェブサイトで公開します。

10 ユースカルチャー事業
勤労青少年の余暇の有効活用と福祉の増進を図るため、教養講
座を開催します。

施策３　誰もがいつでもどこでも学ぶことができる環境の整備[６－３]
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会議等開催経過 

●郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進本部 

 ①設 置 目 的：本市における人口減少社会を見据えた取り組みについて協議し、（仮称）郡山市

総合戦略を策定するため設置 

 ②組 織：市長（本部長）、副市長（副本部長）、各部局長 

 ③設 置 時 期：平成 27 年１月 21 日 

 ④会議開催経過： 

開催日 主な内容 

平成 27 年１月 26 日 
・まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

・人口動向について 

９月 14 日 
・まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

・（仮称）郡山市人口ビジョン・郡山市総合戦略について 

  

 

●郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進本部幹事会 

 ①設 置 目 的：推進本部の指示する事項について調査・検討するため設置 

 ②組 織：政策開発部長(幹事長)、政策開発部次長（副幹事長）、各部局主管課長 

 ③会議開催経過： 

開催日 主な内容 

平成 27 年２月 13 日 
・まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

・人口動向について 

７月 30 日 

・まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

・地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

上乗せ交付金について 

・連携中枢都市圏について 

・郡山市総合戦略策定に向けた新たな事業の創出について 

11 月 26 日 
・郡山市人口ビジョン（案）及び郡山市総合戦略（案）に 

ついて 

  

 

●庁議 

開催日 主な内容 

平成 27 年７月６日

  

・郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略有識者会議における意見に 

ついて 

10 月 20 日 ・（仮称）郡山市人口ビジョン・郡山市総合戦略（骨子）について 
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●郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略有識者会議 

①設置目的 

 ②委員：14 名 

氏名 役職 所属団体及び役職等 

上 田 清 志 座長職務代理者 日本大学工学部 教授 

大和田野芳郎  産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所 所長 

小 川 典 子  日商テクノ株式会社 専務取締役 

小 松 知 未  福島大学うつくしま未来支援センター 特任准教授 

佐 藤 光 俊  福島民報社 取締役郡山本社代表 

首 藤 亜 希 子  ＮＰＯ法人ココネット・マム 代表理事 

竹 内 誠 司  株式会社東邦銀行 専務取締役 

丹 野 光 明  日本海エル・エヌ・ジー株式会社 専務取締役 

内 藤 清 吾 座長 株式会社内藤工業所 会長、郡山商工会議所 副会頭 

藤 田 浩 志  ふじた農園、郡山農業青年会議所会員 

松 原 正 明  福島民友新聞社 取締役郡山総支社長 

三 森 正 子  生田流箏曲繁美会会主 

本 部 映 利 香  株式会社ドゥーイット 代表取締役 

吉 田 秀 博  日本労働組合連合会 福島連合会 郡山地区連合会 副議長 

※五十音順（敬称略） 

 ③会議開催経過： 

開催日 主な内容 

平成 27 年６月 12 日 ・本市の現状と目指すべき方向性の意見聴取 

７月 27 日 

・優良事例紹介 

・本市の現況と動向について 

・地域資源の活用と課題の検討 

９月７日 

・優良事例紹介 

・アンケート結果報告 

・将来人口推計及び総合戦略骨子検討 

10 月 20 日 
・アンケート結果分析報告 

・人口ビジョン（素案）及び総合戦略骨子検討 

11 月 27 日 ・人口ビジョン（案）及び総合戦略（案）検討 

平成 28 年１月（予定）  
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●アンケート調査 

 ①目  的：本市の人口克服に向け、子育てしやすく、学び・働き・住み続けたくなるまちづく  

りのための方策を検討するため実施 

 ②実施方法：無作為により 2,000 名を抽出し、郵送による配布・回収 

 ③調査結果： 

調査種別 配布数 回収数 回収率 

Ａ 就学・結婚・子育て年代に対するアンケート調査（市内 16～49 歳） 1,500 人 411 人 27.4％ 

Ｂ 転入者アンケート調査（市内 18～49 歳） 200 人 45 人 22.5％ 

Ｃ 転出者アンケート調査（市外 18～49 歳） 300 人 73 人 24.3％ 

合計 2,000 人 529 人 26.5％ 

 

●チャレンジ市役所「新発想」研究塾 

 ①目 的：市役所若手職員による、本市の人口減少克服に向けた政策提言 

 ②研 究 期 間：平成 27 年５月から９月までの約４か月間 

 ③報告会開催日：平成 27 年９月４日（市役所特別会議室） 

 ④政策提言内容： 

Ａグループ Ｂグループ 

・市役所内への事業所内保育所の設置 

・子育て関連施設利用クーポン券の配布 

・男性の育児休暇取得促進 等 

・移住促進サイトの開設 

・移住体験機会の提供 

・移住支援体制の整備 等 

 

●わかもの未来創生会議 

 ①目 的：将来を担う若者の市政参画機会の拡充やまちづくりに対する意見等を市政に反映する  

ため、県内の中核市である本市といわき市による都市間連携事業として実施 

 ②参加者：市内高校生 10 名、いわき市内高校生７名 

 ③開催日：平成 27 年８月３日（市役所特別会議室） 

 ④テーマ：「郡山市といわき市のまちづくりについて」 
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●近隣市町村意見交換会 

 ①目 的：郡山圏域の特性を活かした圏域全体の発展を目指すため、本市と近隣の 14 市町

村と広域連携に関する意見交換会を実施 

 ②会議開催経過： 

開催日 主な内容 

平成 27 年４月 23 日 ・総合戦略策定について、連携中枢都市圏について 等 

７月２日 ・総合戦略策定について、新たな広域連携について 等 

10 月 26 日 ・人口ビジョンについて、連携中枢都市圏について 等 

11 月 30 日（予定）  

 

●郡山市議会への説明経過 

開催日 主な内容 

平成 27 年１月 23 日 ・郡山市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進本部の設置について 

10 月 23 日 
・郡山市人口ビジョン、総合戦略の策定経過について 

・郡山市人口ビジョン（案）、郡山市総合戦略（案）について 

  

 

●記者発表 

開催日 主な内容 

平成 27 年 10 月 23 日 
・郡山市人口ビジョン、総合戦略の策定経過について 

・郡山市人口ビジョン（案）、郡山市総合戦略（案）について 

 

  



 

 

郡山市総合戦略 

策 定 月 平成２７年１２月 

策   定 郡山市 

編   集 政策開発部政策開発課 

住   所 〒９６３－８６０１ 郡山市朝日一丁目２３番７号 

電   話 ０２４－９２４－２０２１ 

Ｆ Ａ Ｘ ０２４－９２４－２８２２ 

Ｅメール seisaku-kaihatsu@city.koriyama.fukushima.jp 


